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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成27年度

第３四半期

連結累計期間

平成28年度

第３四半期

連結累計期間

平成27年度

 

(自平成27年

  ４月１日

 至平成27年

   12月31日)

(自平成28年

  ４月１日

 至平成28年

   12月31日)

(自平成27年

４月１日

至平成28年

３月31日)

経常収益 百万円 40,595 38,433 53,929

経常利益 百万円 12,352 9,575 15,921

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 7,964 6,403 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 9,804

四半期包括利益 百万円 5,367 5,320 ―

包括利益 百万円 ― ― 5,191

純資産額 百万円 136,171 138,983 136,005

総資産額 百万円 2,810,494 3,019,277 2,774,877

１株当たり四半期純利益金額 円 46.61 37.41 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 57.38

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
円 46.54 37.33 ―

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
円 ― ― 57.29

自己資本比率 ％ 4.60 4.57 4.66
 

 

 
平成27年度第３四半期

連結会計期間

平成28年度第３四半期

連結会計期間

 
(自 平成27年10月１日

 至 平成27年12月31日)

(自 平成28年10月１日

 至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 15.56 10.55
 

(注) １  当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２  第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４  経理の状況」中、「１ 四半期連
結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。
３ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)を
(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

   

   

２ 【事業の内容】
当第３四半期連結累計期間において、当行および当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。また、関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、当四半期連結累計期間での重要な変更は該

当ありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

業績の状況

 (経営成績)

当第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年12月31日）の業績につきましては、経常収益は、貸出

金利息や有価証券利息配当金の減少により資金運用収益が減少し、株式等売却益の減少によりその他経常収益が減

少したことから、前第３四半期連結累計期間に比べ2,162百万円減少して38,433百万円となりました。

一方、経常費用は、預金等利息や社債利息の減少により資金調達費用が減少したものの、役務取引等費用や営業

経費が増加したことから、前第３四半期連結累計期間に比べ614百万円増加して28,857百万円となりました。

以上により、経常利益は、前第３四半期連結累計期間に比べ2,777百万円減少して9,575百万円、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、同1,561百万円減少して6,403百万円となりました。

各セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①銀行業（銀行業務）

経常収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金の減少により資金運用収益が減少し、株式等売却益の減少に

よりその他経常収益が減少したことから、前第３四半期連結累計期間に比べ2,299百万円減少して33,958百万円

となりました。

一方、経常費用は、預金等利息や社債利息の減少により資金調達費用が減少したものの、役務取引等費用や

営業経費が増加したことから、前第３四半期連結累計期間に比べ292百万円増加して24,677百万円となりまし

た。

以上により、経常利益は、前第３四半期連結累計期間に比べ2,591百万円減少して9,281百万円となりまし

た。

②リース業（リース業務）

経常収益は、リース料収入および割賦収入が増加したことから、前第３四半期連結累計期間に比べ215百万円

増加して4,451百万円となりました。経常利益は、営業経費が増加したものの、経常収益が増加したことから、

前第３四半期連結累計期間に比べ100百万円増加して273百万円となりました。

③その他（信用保証業務等）

経常収益は、受入保証料が減少したことから前第３四半期連結累計期間に比べ272百万円減少して441百万円

となりました。経常利益は、前第３四半期連結累計期間に比べ286百万円減少して23百万円となりました。

 (財政状態)

当第３四半期連結会計期間末（平成28年12月31日）における財政状態につきましては、総資産は、前連結会計年

度末に比べ2,444億円増加して３兆192億円、純資産額は、同29億円増加して1,389億円となりました。

主要な勘定科目につきましては、貸出金は個人貸出、法人貸出、公共貸出ともに増加したことから、前連結会計

年度末に比べ658億円増加して１兆8,292億円、有価証券は同551億円増加して8,265億円、預金・譲渡性預金は個人

預金、法人預金、公金預金ともに増加したことから、同981億円増加して２兆4,173億円となりました。
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国内業務部門・国際業務部門別収支

資金運用収益は、貸出金利息や有価証券利息配当金が減少したことから、前第３四半期連結累計期間に比べ647

百万円減少して25,366百万円となりました。一方、資金調達費用は、預金等利息や社債利息の減少により前第３四

半期連結累計期間に比べ213百万円減少して1,286百万円となりました。その結果、資金運用収支は、前第３四半期

連結累計期間に比べ434百万円減少して24,080百万円となりました。

役務取引等収支は、支払ローン関係手数料の増加等により役務取引等費用が増加したことから、前第３四半期連

結累計期間に比べ142百万円減少して2,895百万円となりました。

その他業務収支は、前第３四半期連結累計期間に比べ121百万円減少して1,077百万円となりました。
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 23,412 1,102 ― 24,514

当第３四半期連結累計期間 22,880 1,199 ― 24,080

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 24,868 1,199 54 26,013

当第３四半期連結累計期間 24,057 1,364 55 25,366

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 1,456 97 54 1,499

当第３四半期連結累計期間 1,177 164 55 1,286

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 3,023 14 ― 3,037

当第３四半期連結累計期間 2,884 10 ― 2,895

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,838 31 ― 5,869

当第３四半期連結累計期間 5,990 30 ― 6,020

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,815 16 ― 2,832

当第３四半期連結累計期間 3,105 20 ― 3,125

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 1,283 △84 ― 1,198

当第３四半期連結累計期間 1,257 △179 ― 1,077

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 5,030 ― ― 5,030

当第３四半期連結累計期間 4,988 ― ― 4,988

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 3,747 84 ― 3,831

当第３四半期連結累計期間 3,731 179 ― 3,911
 

(注) １ 「国内業務部門」は国内店の円建取引並びに子会社の取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であり
ます。ただし、円建対非居住者取引等は、「国際業務部門」に含めております。
２  「相殺消去額(△)」は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借利息であります。
３ 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結累計期間５百万円、当第３四半期連結累計期
間４百万円)を控除して表示しております。
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国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

役務取引等収益は、受入機能提供手数料の増加等により、前第３四半期連結累計期間に比べ151百万円増加して

6,020百万円となりました。役務取引等費用は、支払ローン関係手数料の増加等により、前第３四半期連結累計期

間に比べ293百万円増加して3,125百万円となりました。
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,838 31 5,869

当第３四半期連結累計期間 5,990 30 6,020

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 2,354 ― 2,354

当第３四半期連結累計期間 2,490 ― 2,490

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,546 30 1,577

当第３四半期連結累計期間 1,603 30 1,633

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 1,072 ― 1,072

当第３四半期連結累計期間 1,156 ― 1,156

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 456 ― 456

当第３四半期連結累計期間 347 ― 347

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,815 16 2,832

当第３四半期連結累計期間 3,105 20 3,125

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 287 16 304

当第３四半期連結累計期間 286 20 306
 

(注)  「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。

 

国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,095,141 2,228 2,097,370

当第３四半期連結会計期間 2,154,863 3,120 2,157,983

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,362,635 ― 1,362,635

当第３四半期連結会計期間 1,412,354 ― 1,412,354

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 724,831 ― 724,831

当第３四半期連結会計期間 737,618 ― 737,618

うちその他
前第３四半期連結会計期間 7,674 2,228 9,903

当第３四半期連結会計期間 4,890 　　　3,120 8,011

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 233,929 ― 233,929

当第３四半期連結会計期間 259,415 ― 259,415

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,329,071 2,228 2,331,300

当第３四半期連結会計期間 2,414,278 3,120 2,417,399
 

(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
２  定期性預金＝定期預金＋定期積金
３  「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建
対非居住者取引等は「国際業務部門」に含めております。
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貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 1,759,981 100.00 1,829,261　　　 100.00

製造業 123,910 7.04 119,612 6.54

農業、林業 25,409 1.44 27,076 1.48

漁業 3,261 0.19 2,910 0.16

鉱業、採石業、砂利採取業 1,269 0.07 1,108 0.06

建設業 49,452 2.81 45,547 2.49

電気・ガス・熱供給・水道業 53,675 3.05 57,701 3.15

情報通信業 10,467 0.59 10,233 0.56

運輸業、郵便業 37,598 2.14 39,337 2.15

卸売業、小売業 131,738 7.48 126,739 6.93

金融業、保険業 57,261 3.25 41,571 2.27

不動産業、物品賃貸業 259,178 14.73 274,267 14.99

学術研究、専門・技術サービス業 4,973 0.28 5,640 0.31

宿泊業、飲食サービス業 18,024 1.02 17,126 0.94

生活関連サービス業、娯楽業 19,683 1.12 23,141 1.27

教育、学習支援業 8,224 0.47 8,075 0.44

医療、福祉 151,890 8.63 149,882 8.19

その他サービス業 31,777 1.81 30,474 1.67

地方公共団体 305,628 17.37 321,259 17.56

その他 466,564 26.51 527,563 28.84

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 1,759,981 ― 1,829,261 ―
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 297,100,000

計 297,100,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類

第３四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成28年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 176,334,000 同左
東京証券取引所市場第一部

福岡証券取引所

単元株式数は

1,000株であり

ます。

計 176,334,000 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
― 176,334 ― 14,697 ― 8,771

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―普通株式　
　　　 　　5,475,000

完全議決権株式(その他)
普通株式　
　　　 　169,751,000

169,751 ―

単元未満株式
普通株式 
           1,108,000

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数   　　　　176,334,000 ― ―

総株主の議決権 ― 169,751 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、そ
れぞれ1,000株(議決権１個)及び700株含まれております。
２ 「単元未満株式」には、当行所有の自己株式426株が含まれております。

    ３　当行は、平成28年10月31日に、宮銀保証株式会社を完全子会社とする株式交換(簡易)を行い、自己株式
1,311,000株を割当て交付致しました。さらに、単元未満株式の買取請求による増加を含めた結果、当第３四
半期連結会計期間末日における自己株式は4,167,834株となっております。

 

② 【自己株式等】

 平成28年12月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社宮崎銀行

宮崎市橘通東

四丁目３番５号
5,475,000 ― 5,475,000 3.10

計 ― 5,475,000 ― 5,475,000 3.10
 

(注) 当行は、平成28年10月31日に、宮銀保証株式会社を完全子会社とする株式交換(簡易)を行い、自己株式
1,311,000株を割当て交付致しました。さらに、単元未満株式の買取請求による増加を含めた結果、当第３四半期
連結会計期間末日における自己株式は4,167,834株となっております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社宮崎銀行(E03597)

四半期報告書

 8/21



第４ 【経理の状況】

 

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成28年10月１日  至平

成28年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日  至平成28年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 186,358 301,558

 コールローン及び買入手形 350 612

 買入金銭債権 180 144

 金銭の信託 8,000 13,958

 有価証券 771,435 826,586

 貸出金 ※1  1,763,477 ※1  1,829,261

 外国為替 2,256 1,807

 リース債権及びリース投資資産 9,005 9,040

 その他資産 15,533 17,063

 有形固定資産 23,890 23,829

 無形固定資産 2,202 2,092

 繰延税金資産 269 341

 支払承諾見返 2,953 3,147

 貸倒引当金 △11,035 △10,167

 投資損失引当金 △0 △0

 資産の部合計 2,774,877 3,019,277

負債の部   

 預金 2,138,779 2,157,983

 譲渡性預金 180,466 259,415

 コールマネー及び売渡手形 67,697 140,211

 債券貸借取引受入担保金 111,990 190,288

 借用金 90,861 90,329

 外国為替 15 16

 社債 15,000 15,000

 その他負債 10,920 10,537

 役員賞与引当金 40 -

 退職給付に係る負債 15,851 9,370

 役員退職慰労引当金 12 -

 睡眠預金払戻損失引当金 353 268

 偶発損失引当金 134 106

 繰延税金負債 1,459 1,314

 再評価に係る繰延税金負債 2,334 2,304

 支払承諾 2,953 3,147

 負債の部合計 2,638,871 2,880,293

純資産の部   

 資本金 14,697 14,697

 資本剰余金 8,796 12,964

 利益剰余金 87,057 91,841

 自己株式 △1,694 △1,290

 株主資本合計 108,857 118,212

 その他有価証券評価差額金 21,776 20,598

 土地再評価差額金 3,049 3,045

 退職給付に係る調整累計額 △4,362 △3,744

 その他の包括利益累計額合計 20,463 19,900

 新株予約権 88 123

 非支配株主持分 6,596 748

 純資産の部合計 136,005 138,983

負債及び純資産の部合計 2,774,877 3,019,277
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

 【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

経常収益 40,595 38,433

 資金運用収益 26,013 25,366

  （うち貸出金利息） 18,884 18,854

  （うち有価証券利息配当金） 7,007 6,427

 役務取引等収益 5,869 6,020

 その他業務収益 5,030 4,988

 その他経常収益 ※1  3,681 ※1  2,057

経常費用 28,243 28,857

 資金調達費用 1,504 1,291

  （うち預金利息） 445 278

 役務取引等費用 2,832 3,125

 その他業務費用 3,831 3,911

 営業経費 19,679 19,971

 その他経常費用 ※2  394 ※2  558

経常利益 12,352 9,575

特別利益 0 20

 固定資産処分益 0 20

特別損失 101 221

 固定資産処分損 81 79

 減損損失 - 142

 その他の特別損失 20 -

税金等調整前四半期純利益 12,251 9,374

法人税、住民税及び事業税 3,173 3,210

法人税等調整額 814 283

法人税等合計 3,988 3,494

四半期純利益 8,263 5,879

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主に
帰属する四半期純損失（△）

299 △523

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,964 6,403
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 8,263 5,879

その他の包括利益 △2,896 △559

 その他有価証券評価差額金 △3,220 △1,178

 退職給付に係る調整額 323 618

四半期包括利益 5,367 5,320

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 5,067 5,843

 非支配株主に係る四半期包括利益 299 △523
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【注記事項】

 

(会計方針の変更)

（「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．税金費用の処理

     　連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

　　　税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることに

　　　より算定しております。

　

(追加情報)

１．「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

２．連結子会社において役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、

期末までに発生していると認められる額を「役員退職慰労引当金」として計上しておりましたが、平成28年５月

開催の各連結子会社の取締役会において、各連結子会社の役員退職慰労金制度を各連結子会社の定時株主総会

（平成28年６月24日開催）の終結の時をもって廃止することを決議し、同総会において、各役員の就任時から同

総会までの退職慰労金を退任時に打ち切り支給することを決議いたしました。これにより、第１四半期連結会計

期間において、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額未払分11百万円については、「その他負

債」に含めて表示しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

破綻先債権額 123百万円 240百万円

延滞債権額 24,902百万円 24,202百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 11,817百万円 6,993百万円

合計額 36,843百万円 31,436百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

  

前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

 至 平成28年12月31日)

償却債権取立益 140百万円 187百万円

株式等売却益 2,176百万円 665百万円

貸倒引当金戻入益 444百万円 511百万円
 

　

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

  

前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

 至 平成28年12月31日)

貸出金償却 106百万円 129百万円

株式等売却損 210百万円 104百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

  

前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

 至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

 至 平成28年12月31日)

減価償却費 1,739百万円 1,480百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間 （自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

  １．配当金支払額

 (決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 768 4.50 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 683 4.00 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金
 

　

  ２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

     該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間 （自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

  １．配当金支払額

 (決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 854 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

平成28年11月９日
取締役会

普通株式 768 4.50 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金
 

　

  ２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　３．株主資本の金額の著しい変動

　当行は、連結子会社の株式を非支配株主及び連結子会社から取得しました。当第３四半期連結累計期間の株主資

本の変動額並びに当第３四半期連結会計期間末の株主資本の金額は、以下のとおりであります。

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高（百万円） 14,697 8,796 87,057 △1,694 108,857

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額（累計）

     

剰余金の配当   △1,623  △1,623

親会社株主に帰属する四半期
純利益

  6,403  6,403

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  △0  0 0

株式交換による変動額  (注１) △17  (注１)  405 388

連結子会社に対する持分変動
に伴う資本剰余金の増減

 (注２) 4,184   4,184

土地再評価差額金の取崩   3  3

当第３四半期連結会計期間末
までの変動額（累計）合計

― 4,167 4,783 403 9,354

当第３四半期連結会計期間末
残高（百万円）

14,697 12,964 91,841 △1,290 118,212
 

（注１）平成28年10月31日に株式交換（簡易）により宮銀保証株式会社の株式を取得しております。

（注２）平成28年９月20日に相対取引により宮銀リース株式会社、宮銀保証株式会社、宮銀コンピューター　　　

　　　サービス株式会社及び宮銀ベンチャーキャピタル株式会社の株式を取得しております。また、平成28

　　　年10月12日に相対取引により宮銀カード株式会社の株式を取得しております。並びに、平成28年10月

　　　19日及び平成28年10月21日に相対取引により宮銀保証株式会社の株式を取得しております。
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(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

当行による連結子会社株式の追加取得

１．取引の概要

　(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 事業の内容

宮銀保証株式会社 その他（信用保証業）

宮銀カード株式会社 その他（クレジットカード業）
 

　(2)企業結合日

結合当事企業の名称 企業結合日

宮銀保証株式会社 平成28年10月21日

宮銀カード株式会社 平成28年10月21日
 

　(3)企業結合の法的形式

　　　非支配株主からの株式買取　

　(4)結合後企業の名称　

　　　名称に変更はありません。

　(5)その他取引の概要に関する事項

　　当行グループの連携を強化し、当行グループ一体となった営業体制を構築するため、非支配株主が保有する株

式を買取したものであります。

 
２．実施した会計処理

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引等として処理しております。

 
３．連結子会社株式の追加取得に関する事項

　　　取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　　取得の対価　　現金預け金　　202百万円

　　　　取得原価　　　　　　　　　　202百万円

 
４．非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項

　　(1)資本剰余金の変動要因

　　　　連結子会社株式の追加取得

　　(2)非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

　　　　498百万円
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当行による連結子会社（宮銀保証株式会社）の株式交換による完全子会社化

　当行は、平成28年10月31日を効力発生日として、当行を株式交換完全親会社、宮銀保証株式会社を株式交換完全子

会社とする株式交換を行いました。

１．企業結合の概要

　(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称　　宮銀保証株式会社

　　　事業の内容　　　　　その他（信用保証業）　　　　

　(2)企業結合を行った理由

　当行グループの連携を強化し、当行グループ一体となった営業体制を構築するため、本株式交換を実施いた

しました。

　(3)企業結合日

　　　平成28年10月31日

　(4)企業結合の法的形式

　　　株式交換（簡易）

　(5)結合後企業の名称

　　　名称に変更はありません。

 
２．実施した会計処理

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引等として処理しております。

 
３．連結子会社株式の追加取得に関する事項

　　　被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

　　　　取得の対価　　株式会社宮崎銀行の普通株式　　388百万円

　　　　取得原価                                   388百万円

 
４．株式の種類別の交換比率および算定方法並びに交付した株式数

 (1)株式の種類別の交換比率

　　　株式会社宮崎銀行の普通株式57.0株　：　宮銀保証株式会社の普通株式１株

 (2)株式交換比率の算定方法

　本株式交換の交換比率の算定にあたり、公平性・妥当性を確保するため、独立した第三者機関である南青山

ＦＡＳ株式会社に対して当行並びに宮銀保証株式会社の株式価値の算定を依頼しました。当行及び宮銀保証株

式会社は、南青山ＦＡＳ株式会社から提出を受けた株式交換比率算定結果を参考に慎重に協議・交渉を重ねた

結果、上記交換比率が妥当であるとの判断に至りました。

 (3)交付した株式数

　　　1,311,000株

 
５．非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項

 (1)資本剰余金の変動要因

　　　連結子会社株式の追加取得

 (2)非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

　　　992百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

      (単位:百万円)

 
報告セグメント

その他 合  計 調整額
四半期連結損益

計算書計上額銀行業 リース業 計

経常収益        

 外部顧客に対する経常収益 36,195 4,020 40,215 380 40,595 － 40,595

 セグメント間の内部経常収益 62 215 278 333 611 △611 －

計 36,257 4,236 40,494 713 41,207 △611 40,595

セグメント利益 11,872 173 12,045 309 12,355 △2 12,352
 

(注) １  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。
２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務等を含んでお
ります。
３ セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去であります。
４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

      (単位:百万円)

 
報告セグメント

その他 合  計 調整額
四半期連結損益

計算書計上額銀行業 リース業 計

経常収益        

 外部顧客に対する経常収益 33,881 4,213 38,095 338 38,433 － 38,433

 セグメント間の内部経常収益 77 237 315 103 418 △418 －

計 33,958 4,451 38,410 441 38,852 △418 38,433

セグメント利益 9,281 273 9,554 23 9,578 △2 9,575
 

(注) １  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。
２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務等を含んでお
ります。
３ セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去であります。
４ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

　

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

 礎は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日)

(１)１株当たり四半期純利益金額 円 46.61 37.41

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 7,964 6,403

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 7,964 6,403

普通株式の期中平均株式数 千株 170,852 171,154

(２)潜在株式調整後１株当たり
   四半期純利益金額

円 46.54 37.33

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 245 367

　うち新株予約権 千株 245 367

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前連結会計年度末から重
要な変動があったものの概要

 ― ―

 

 

２ 【その他】

中間配当

平成28年11月９日開催の取締役会において、第132期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額                   768百万円

１株当たりの中間配当金     　  ４円50銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成２９年２月１３日

 

株 式 会 社   宮   崎   銀   行

取  締  役  会     御 中
 

 

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松   　嶋             敦  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 只　　　隈　　　洋　　　一  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 城　　　戸　　　昭　　　博  

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社宮

崎銀行の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年１

０月１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社宮崎銀行及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

   ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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